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１．はじめに
　現在の林業は皆伐収入では育林費が賄えないた
め，間伐施業が増加し，皆伐施業が減少する傾向に
あった。そのため，伐期の長期化や大径材の増加が
起こり，将来的には高齢級林が増えると予想される。
しかし，栃木県県北地域では，大径材の需要が少な
く，直径 40cm以上の丸太を挽ける製材所は 1か所
のみとなっている（矢野 2013）。そのため，需要に
あわせた材の安定供給，皆伐再造林による持続的な
森林経営が求められている。
　そこで，N森林組合では，皆伐後の再造林費用を
確保し，持続的な資源循環を促進させることを目的
とし，製材所が搬出材積あたり 1,000円 /m3を上乗
せして材を購入し，補助金で補えない下刈り費用に
充てる森林所有者，森林組合，製材所で結ぶ 3者協
定や，直送により不要となる運搬費や共販所の市場
手数料および椪積料といったコスト削減から 1,000
円 /m3を同じく下刈り費用に充てる協定を森林組合
と森林所有者で結ぶ 2者協定の取り組みが行われた
（矢野 2013）。
　また，N森林組合の取り組みを参考に，栃木県で
は川上から川下まで一貫した安定取引を行っている
グループを対象に造林補助金で不足する再造林費用
32万円を補填し，皆伐再造林による齢級構成の平準
化と資源のフル活用を目指す森林資源循環利用先導
モデル事業（以降，モデル事業）を 2014年度より 2
年間実施した（日本林業調査会 2014）。
　本研究では，精算書と作業日報を用いて N森林組
合で行われた 2013年度 2者協定と 2014年度モデル
事業における皆伐再造林の搬出材積，売上金額，労
働生産性，コストを算出し，収支を分析するととも
に，筆者らが間伐作業について分析した結果（Aruga 
et al. 2013）と比較検討した。
 A* B* C* D* E* F** G** H** I** 
ᖺᗘ 2014 2014 2014 2014 2014 2013 2013 2013 2013 
ᶞ✀ ࢫࢠ ࢫࢠ ࢫࢠ ࢫࢠ ࣄࣀ࢟ ࢫࢠ ࢫࢠ ࢫࢠ ࢫࢠ 
ࢫࢠ 
ࣄࣀ࢟ 
ᯘ㱋㸦ᖺ㸧 59 67 50 47 50 49㹼55 41㹼70 43㹼61 44㹼59 
㠃✚㸦ha㸧 0.86 1.19 2.03 1.82 0.75 1.84 4.55 2.03 1.78 
ᖹᆒഴᩳ㸦r㸧 19.77 29.85 15.48 24.32 4.76 22.47 24.40 9.78 21.55 
㊰⥙ᐦᗘ㸦m/ha㸧 410.97 294.44 477.47 429.23 240.19 323.30 357.62 389.01 354.20 
ᖹᆒᮌᐤ㊥㞳㸦m㸧 9.57 12.42 7.40 6.80 14.36 10.86 8.06 11.44 8.91 
ᖹᆒᦙฟ㊥㞳㸦m㸧 258.80 234.82 589.80 138.90 194.63 462.96 225.13 152.51 245.60 
❧ᮌᐦᗘ㸦ᮏ/ha㸧 569 984 576 848 1,887 1,050 1,240 1,400 900 
ఆ᥇ᮌᖿᮦ✚㸦m3/ᮏ) 1.06 0.76 0.82 0.49 0.40 0.60 0.29 0.49 0.46 
⣲ᮦᮦ✚㸦m3/ᮏ) 1.00 0.60 0.74 0.44 0.38 0.54 0.26 0.44 0.41 
Ṍ␃ࡲࡾ㸦%㸧 94.1 79.4 91.0 89.1 95.0 89.7*** 89.7*** 89.7*** 89.7*** 
⣲ᮦ⏕⏘㔞㸦m3㸧 486.78 702.09 870.54 673.24 531.40 1,039.67 1,479.31 1,240.16 623.05 
኎ୖ㔠㢠㸦෇㸧 5,147,247 7,435,749 9,383,261 7,031,489 5,180,176 8,301,143 12,584,439 10,722,254 5,920,549 
*ࣔࢹࣝ஦ᴗࠊ**2⪅༠ᐃࠊ***ࣔࢹࣝ஦ᴗᖹᆒ್ 
表－ 1　調査地（皆伐）
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２．調査概要
2.1　調査地
　本研究では 2013年度作業地 4か所，2014年度作
業地 5か所の皆伐再造林について分析した（表－1）。
また，Aruga et al.（2013）が分析した 2006年度従来
型間伐と2010年度機械化間伐と比較検討した（表－2）。
　ここで，樹種，林齢，面積は森林組合提供データ
より，平均傾斜，路網密度，木寄距離，搬出距離は
GIS（TNTmips）を使用して算出した。皆伐のモデ
ル事業の立木密度，歩留まりはモデル事業実行結果
より，モデル事業以外の立木密度はプロット調査に
よる切り株の本数より算出し，歩留まりはモデル事
業平均値を用いた。素材生産量と売上金額は精算書
より，素材生産量，面積，立木密度より素材材積を
算出し，これを歩留まりで除すことにより伐採木幹
材積を求めた。
　間伐の立木密度，立木幹材積，本数間伐率はプロッ
ト調査より算出し，歩留まりは D，E，Gは実測値，
それら以外は D，E，Gの平均値を用いた。素材生
産量，売上金額は精算書より，素材材積は素材生産
量と立木密度より，伐採木幹材積は素材材積と歩留
まりより算出した。
　皆伐と機械化間伐の作業システムはバックホウ作
業道作設，チェーンソー伐倒，グラップルローダ集
A* B* C* D** E** F** G** 
ᖺᗘ 2006 2006 2006 2010 2010 2010 2010 
ᶞ✀ ࢫࢠࣄࣀ࢟ ࢫࢠ ࣄࣀ࢟
ࢫࢠ
ࣄࣀ࢟
ࢫࢠ
ࣄࣀ࢟ ࢫࢠ
ࢫࢠ
ࣄࣀ࢟
ᯘ㱋㸦ᖺ㸧 31㹼50 52 37㹼51 39㹼56 55 52 53㹼54 
㠃✚㸦ha㸧 8.60 3.91 3.03 26.74 7.12 6.70 27.12 
ᖹᆒഴᩳ㸦°㸧 25.04 22.78 8.57 21.53 17.87 22.52 10.43 
㊰⥙ᐦᗘ㸦m/ha㸧 216.86 206.39 286.8 246.41 300.28 229.65 284.64 
ᖹᆒᮌᐤ㊥㞳㸦m㸧 19.47 18.93 12.88 23.59 12.82 27.74 14.57 
ᖹᆒᦙฟ㊥㞳㸦m㸧 237.15 134.27 77.76 356.23 154.73 111.98 477.43 
❧ᮌᐦᗘ㸦ᮏ/ha㸧 1,200 950 1,550 1,240 1,000 1,000 1,000 
❧ᮌᖿᮦ✚㸦m3/ᮏ) 0.56 1.42 0.32 0.79 0.71 0.62 0.57 
ᮏᩘ㛫ఆ⋡㸦%㸧 33.4 31.6 35.4 33.3 30.0 35.0 30.0 
ఆ᥇ᮌᖿᮦ✚㸦m3/ᮏ) 0.23 0.27 0.20 0.42 0.32 0.16 0.27 
⣲ᮦᮦ✚㸦m3/ᮏ) 0.19 0.22 0.16 0.34 0.28 0.13 0.20 
Ṍ␃ࡲࡾ㸦%㸧 76.8*** 76.8*** 76.8*** 77.3 87.4 76.8*** 65.7 
⣲ᮦ⏕⏘㔞㸦m3㸧 644.08 258.08 264.14 3,780.62 606.97 311.08 1,658.25 
኎ୖ㔠㢠㸦෇㸧 5,653,138 3,554,918 4,474,486 35,058,495 7,521,349 3,345,797 14,685,239 
*ᚑ᮶ᆺసᴗࠊ**ᶵᲔ໬సᴗࠊ***DࠊEࠊGࡢᖹᆒ್
 A B C D E F G H I 
ఆಽ 14.0 27.5 18.0 13.6 11.5 
86.0 121.1 37.5 28.5 㐀ᮦ 16.0 20.0 15.0 10.5 11.0 
㞟✚ 23.0 26.0 13.0 12.1 5.5 
56.5 75.5 63.0 22.0 ᦙฟ 12.5 22.5 23.0 12.6 15.5 
୺సᴗ 65.5 96.0 69.0 48.8 43.5 142.5 196.6 100.5 50.5 
సᴗ㐨సタ 4.0 3.5 8.0 3.7 2.0 - - - - 
ᆅᣛ 10.0 19.5 24.0 33.0 7.0 21.5 39.8 0.0 12.5 
᳜௜ 7.0 13.0 13.0 17.5 8.0 24.5 54.2 24.2 22.0 
ୗส 5.0 6.9 0.0 11.5 6.0 10.5 24.0 10.0 10.7 
෌㐀ᯘ 22.0 39.4 37.0 62.0 21.0 56.5 118.0 34.2 45.2 
ྜィ 91.5 138.9 114.0 114.5 66.5 - - - - 
ࢩࢫࢸ࣒ ᶵᲔ ᕤ⛬ ⏕⏘ᛶ㸦m3/ே᫬㸧 ୺సᴗ㈝㸦෇/m3㸧 ཧ⪃
୧᪉ ࢳ࢙࣮ࣥࢯ࣮ ఆಽ 㸦 㸧Τ Aruga et al.㸦2013㸧
ᚑ᮶ᆺ ࢳ࢙࣮ࣥࢯ࣮ 㐀ᮦ 㸦 㸧 ྠୖ
ᚑ᮶ᆺ ࣑ࢽࢢࣛࢵࣉ࣮ࣝࣟࢲ 㞟✚ 1.8 1,436 ྠୖ
ᚑ᮶ᆺ ᯘෆసᴗ㌴ ᦙฟ 8,928/㸦 + 1,660㸧 + 1,113 ྠୖ
ᶵᲔ໬ ࢢࣛࢵࣉ࣮ࣝࣟࢲ 㞟✚ 4.7 1,199 ྠୖ
ᶵᲔ໬ ࣉࣟࢭࢵࢧ 㐀ᮦ 㸦 㸧 ྠୖ
ᶵᲔ໬ ࣇ࢛࣮࣡ࢲ ᦙฟ 15,804/㸦 + 1,236㸧 + 708 ྠୖ
ᶵᲔ໬ ࢳ࢙࣮ࣥࢯ࣮ ఆಽ 㸦 㸧 Mizuniwa et al.㸦2016㸧
ᶵᲔ໬ ࢢࣛࢵࣉ࣮ࣝࣟࢲ 㞟✚ 11.5 640 ྠୖ
ᶵᲔ໬ ࣉࣟࢭࢵࢧ 㐀ᮦ 㸦 㸧 ྠୖ
ᶵᲔ໬ ࣇ࢛࣮࣡ࢲ ᦙฟ 16,687/㸦 + 1,261㸧 + 479 ྠୖ
Vn㸸ఆ᥇ᮌᖿᮦ✚㸦m3/ᮏ㸧ࠊVl㸸⣲ᮦᮦ✚㸦m3/ᮏ㸧ࠊLF㸸ᖹᆒᦙฟ㊥㞳㸦m㸧
ᚑ᮶ᆺసᴗ ᶵᲔ໬సᴗ
సᴗᶵᲔ A B C D E F G 
సᴗ㐨సタ ࣑ࢽࣂࢵࢡ࣍࢘ 17.5 4.5 12.0 0 0 0 0 
ࣂࢵࢡ࣍࢘ 0 0 0 47.0 19.5 5.5 39.0 
ᑠィ 17.5 4.5 12.0 47.0 19.5 5.5 39.0 
ఆಽ࣭㐀ᮦ ࢳ࢙࣮ࣥࢯ࣮ 92.8 39.2 77.2 359.5 59.9 32.1 213.3 
㐀ᮦ ࣉࣟࢭࢵࢧ 0 0 0 45.1 15.3 14.0 49.0 
ᑠィ 92.8 39.2 77.2 404.6 75.2 46.1 262.3 
㞟✚ ࣑ࢽࢢࣛࢵࣉࣝ 49.0 15.9 15.0 0 0 0 13.5 
ࢢࣛࢵࣉࣝ 0 0 0 144.6 19.5 11.3 49.2 
ᑠィ 49.0 15.9 15.0 144.6 19.5 11.3 62.7 
ᦙฟ ࣑ࢽࢢࣛࢵࣉࣝ 2ྎ
ᑠᆺ㐠ᮦ㌴ 68.5 7.6 12.7 0 0 0 0 
ࣇ࢛࣮࣡ࢲ 0 0 0 119.1 20.8 10.8 60.0 
ᑠィ 68.5 7.6 12.7 119.1 20.8 10.8 60.0 
ྜィ  227.8 67.2 116.8 715.3 135.0 73.7 424.0 
表－ 2　調査地（間伐）
表－ 3　皆伐作業地の作業人工数（単位：人日） 表－ 4　間伐作業地の機械ごとの作業人工数（単位：人日）
表－ 5　生産性・主作業費推定式
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積，プロセッサ造材，フォワーダ搬出，従来型間伐
の作業システムはチェーンソー伐倒造材，ミニグ
ラップルローダ集積，小型運材車搬出である。
2.2　方法
　精算書より搬出材積，収入を算出した。また，作
業日報より各作業の人工数を算出し（表－ 3，4），
搬出材積を人工数で除すことにより各作業の労働生
産性を算出した。また，労働生産性に関しては皆伐
はMizuniwa et al.（2016）の推定式，間伐は Aruga et 
al.（2013）の推定式でも算出した（表－ 5）。
　主作業費は 3種類の方法で算出し，比較した。1）
精算書の伐木・搬出費を，素材生産量（表－ 1）で
除して算出した。2）労働生産性と同様，皆伐は
Mizuniwa et al.（2016）の推定式，間伐は Aruga et 
al.（2013）の推定式で算出した（表－ 5）。なお，こ
の式は労務経費を 2,550円 /人時と設定し，皆伐の
機械経費はMizuniwa et al.（2016）が設定した表－ 6
を，間伐の機械経費は Aruga et al.（2013）が設定し
た表－ 7を用いた。また，伐採木幹材積，素材材積，
平均搬出距離は表－ 1，2の値を用いた。3）作業日
報により算出した労働生産性と，2）同様，労務経
費に 2,550円 /人時，機械経費に表－ 6，7を用いて
算出した。
　その他経費として作業道作設費，運材費，諸経費，
組合・市場手数料，椪積料を精算書から算出した。
なお，これらの値は各作業地により異なるが，モデ
ル事業では作業道作設費は 312～ 537円 /m，運材費
は一般用材 1,400円 /m3，杭木用材 1,000円 /m3，燃
料用材 1,500円 /m3，直送材・短材は土場渡しのた
め運材費は 0円 /m3，諸経費は主作業費の 22%，組
合手数料は売上の 5%，市場手数料は市場売上げの
5%，椪積料は一般用材 700円 /m3，小径・短材 1,000
円 /m3である。
　再造林作業に関しては 1年目の地拵，植付，下刈
りの ha当たりの所要人工数と，植付に関しては労働
生産性と 1本当たりの植付時間を算出した。再造林
コストにはその他経費として機械代，法定手数料，
受託管理費，受託手数料，国営保険料も計上した。
N森林組合への聞き取りより地拵，植付のその他経
費は 369,491円 /ha，下刈りは 5年間で 225,500円 /ha
とした。2年目以降の下刈りは 1回 11万円 /haとした。
　造林費補助金は地拵，植付から 5年目までの下
刈に 1,377,107円 /ha，モデル事業には，さらに 32
万円 /haも計上した。また，作業道作設補助金は緩
傾斜（15度以下）153円 /m，中傾斜（15～ 30度）
358円 /mで計上した。なお，作業道作設は皆伐時に
行われるが，再造林時に利用するため補助金が支給
される。
３．結果と考察
3.1　搬出材積
　2006年度従来型間伐では出材量は 75m3/haで，そ
のうち一般用材が 93％の 70m3/ha，杭木用材が 7%
の 5m3/haであった（図－ 1）。2010年度機械化間伐
では出材量が 94m3/haに増加し，そのうち一般用材
が 72％の 68m3/ha，杭木用材が 3％の 3m3/ha，短材
が 13％の 12m3/ha，チップ用材が 12％の 11m3/haで
あった。新たな需要である集成材用の短材が搬出さ
れるとともに，従来型間伐では林内でチェーンソー
造材を行い，価格が低いチップ用材では採算が合わ
ないために木寄・搬出が行われなかった材が，機械
化間伐では，チェーンソー伐倒後，グラップルによ
り森林作業道まで集積され，森林作業道上でプロ
セッサを用いて造材されるため，これまで林地に残
されていた梢端部に近い小径材や曲がり材も道路脇
に集積され，搬出された。
　皆伐作業では 2013年度 2者協定では 430m3/haが
搬出され，そのうち一般用材が 13％の 57m3/ha，直
送材が 55％の 236m3/ha，杭木用材が 0.3％の 1m3/ha，
短材が 13％の 58m3/ha，チップ用材が 18％の 78m3/
haであった。2者協定のため直送材が多いことが確
認できる。2014年度モデル事業では 491m3/haが搬
出され，そのうち一般用材が 50％の 246m3/ha，直送
材が 16％の 78m3/ha，杭木用材が 1％の 4m3/ha，短
材が 14％の 70m3/ha，燃料用材が 19％の 93m3/haで
あった。直送により運搬費や共販所の市場手数料お
よび椪積料といったコストが不要となるが，直送は
栃木県県北地域における皆伐再造林の収支分析
ᶵᲔ ᶵᲔ⤒㈝㸦෇/ྎ᫬㸧
ࣂࢵࢡ࣍࢘ 5,096 
ࢳ࢙࣮ࣥࢯ࣮ 130 
ࣉࣟࢭࢵࢧ 5,480 
ࢢࣛࢵࣉ࣮ࣝࣟࢲ 4,645 
ࣇ࢛࣮࣡ࢲ 3,789 
ᶵᲔ ᶵᲔ⤒㈝ 㸦෇/ྎ᫬㸧 
࣑ࢽࣂࢵࢡ࣍࢘ 2,143 
ࣂࢵࢡ࣍࢘ 4,743 
ࢳ࢙࣮ࣥࢯ࣮ 419 
ࣉࣟࢭࢵࢧ 5,220 
࣑ࢽࢢࣛࢵࣉ࣮ࣝࣟࢲ 1,302 
ࢢࣛࢵࣉ࣮ࣝࣟࢲ 4,380 
ᯘෆసᴗ㌴ 833 
ࣇ࢛࣮࣡ࢲ 3,528 
表－ 7　機械経費（間伐、Aruga et al. 2013）
表－ 6　機械経費（皆伐、Mizuniwa et al. 2016）
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図－ 1　搬出材積
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製材所との信頼関係が重要であり，品質が担保され
た材しか対象とできないこと，また逆に，品質の高
い材は共販所で高値で販売して組合員の利益を最大
化する必要があることから，2014年度の直送材はあ
まり多くない。一般材・直送材，杭木用材，短材の
比率は大きくは変わっておらず，木質バイオマス発
電以前は製紙用チップとして販売されていたチップ
用材が，木質バイオマス発電以降は燃料用として販
売されていることが分かる。
　なお，製紙用チップ工場への聞き取りによると，
発電所稼動により未利用材が 5,000円 /m3程度の価
格となり，これまで林内に残されていた材がチップ
用材として搬出されることとなったため，これまで
製紙用として販売していた事業体が燃料用として販
売しても，製紙用チップも十分調達できているとの
ことである。また，製紙用チップ工場では新たに福
島県の発電所との取引も始まり，2015年 4月に生産
量が倍増となる新工場を建設しており，宮崎県ほど
のチップ用材価格の上昇もないことから（図－ 2，
林野庁 2016），現状，この地域ではチップ用材の需
要増加による供給の逼迫は生じていない。
3.2　売上金額
　2006年度従来型間伐では売上金額は 880,472円 /
ha（11,732円 /m3）で，そのうち一般用材が 95％
の 834,646 円 /ha（11,970 円 /m3），杭木用材が 5%
の 45,827円 /ha（8,607円 /m3）であった（図－ 3）。
2010年度機械化間伐では売上金額は 895,551円 /
ha（9,535円 /m3）で，そのうち一般用材が 84％の
751,426円 /ha（11,063円 /m3），杭木用材が 3％の
22,630円 /ha（9,516円 /m3），短材が 7％の 63,166円
/ha（5,104円 /m3），チップ用材が 7％の 58,330円 /ha
（5,185円 /m3）であった。機械化間伐で搬出材積は
増加したものの，短材，チップ用材価格は低く，あ
まり売上は増加していないことが分かる。ただし，
一般用材の売上の減少を短材，チップ用材も搬出し，
販売することにより，補っているとも考えられる。
短材，チップ用材の搬出については，コストも考慮
した収支を検討する必要がある。
　皆伐作業では 2013年度 2者協定の売上金額は
3,679,253円 /ha（8,564円 /m3）で，そのうち一般用
材が 18％の 671,971円 /ha（11,793円 /m3），直送材
が 69％の 2,521,096円 /ha（10,662円 /m3），杭木用
材が 0.3％の 9,792円 /ha（8,625円 /m3），短材が 8％
の 282,918円 /ha（4,917円 /m3），チップ用材が 5％
の 193,476円 /ha（2,496円 /m3）であった。2014年
度モデル事業の売上金額は 5,139,537円 /ha（10,471
円 /m3）で，そのうち一般用材が 63％の 3,248,670
円 /ha（13,202円 /m3），直送材が 19％の 987,936円
/ha（12,712円 /m3），杭木用材が 1％の 36,326円 /ha
（9,082円 /m3），短材が 9％の 453,025円 /ha（6,488
円 /m3），燃料用材が 8％の 413,580円 /ha（4,436円
/m3）であった。
　2014年度は素材価格が上昇したこともあり（図－
4，林野庁 2016），売上金額が増加した。一般材と直
送材の価格差は 2013年度は 1,131円 /m3，2014年度
は 490円 /m3であり，直送により不要となる運搬費
や共販所の市場手数料および椪積料といったコスト
は 3,000円 /m3程度であるため，直送により組合員
の利益が増加することが確認できる。木質バイオマ
ス発電所稼動後は，チップ用材 2,496円 /m3から燃
料用材 4,436円 /m3に増加していることも確認でき
る（図－ 3）。
3.3　労働生産性
　精算書による搬出材積と作業日報による人工数よ
り算出した伐倒の労働生産性は間伐の 9.56m3/人日
と比較し，38.58m3/人日と大きく増加した（図－ 5）。
造材に関しては大きくは違わなかった。これは皆伐
においても中傾斜地の森林作業道上で造材は行われ
ており，プロセッサが効率的に作業するために十分
なスペースがないためと考えられる（Mizuniwa et al. 
2016）。集積に関しては短幹で行っている従来型間
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伐の 14.60m3/人日と比較し，機械化間伐は 26.70m3/
人日と増加し，さらに皆伐作業では 41.01m3/人日
と増加した。これは皆伐では残存木が存在しないこ
ととともに，ウィンチを使わず伐倒木をグラップル
ローダで直接把持して全て集積するために，路網を
高密度に配置し，木寄距離が大幅に減少したことも
影響していると考えられる（図－ 6）。なお，図－ 6
には迂回係数 1.5で計算した曲線も参考まで記載し
た。搬出に関しては小型運材車を使用していた従来
型の 13.13m3/人日と比較し，機械化間伐は 30.17m3/
人日と増加し，さらに皆伐では 37.91m3/人日と増加
した。機械化間伐と比較し，皆伐は施業地が狭いた
め，施業地または近接地に土場が設置できず平均搬
出距離が機械化間伐よりも長い場合があったが（表
－ 1），材が大きくなることにより積載本数の減少に
よる積込・荷下時間の減少や（仲畑ら 2013），間伐
と比較し 1箇所に多くの材が集積されていることに
より積込中の移動時間が少なかったために労働生産
性が向上したと考えられる。なお，プロセッサを用
いた造材と比較し，伐倒，集積，搬出の労働生産性
が低いが，伐倒に関しては先行伐倒で複数人投入し，
また，集積，搬出に関してはグラップル，フォワー
ダを 2台投入することにより労働生産性のバランス
を取っていた。
　伐倒造材，集積搬出，主作業に関して作業日報
により算出した労働生産性を 2013年度 2者協定
も含めて比較した（図－ 7）。伐倒造材は 2014年
度皆伐は 20.78m3/人日，2013年度皆伐は 16.05m3/
人日，機械化間伐は 8.07m3/人日，従来型間伐は
5.58m3/人日，集積搬出は 2014年度皆伐は 19.70m3/
人日，2013年度皆伐は 20.19m3/人日，機械化間伐
は 14.16m3/人日，従来型間伐は 6.91m3/人日，主作
業は 2014年度皆伐は 10.11m3/人日，2013年度皆伐
は 8.94m3/人日，機械化間伐は 5.14m3/人日，従来型
間伐は 3.09m3/人日と従来型間伐と比較しプロセッ
サ，フォワーダを導入した機械化間伐で労働生産性
は向上し，皆伐では労働生産性がさらに向上してい
ることが確認できる。
　伐倒造材，集積搬出，主作業に関して作業日報
により算出した労働生産性と推定式（表－ 3）によ
り算出した労働生産性を比較した。その結果，伐
倒造材の作業日報により算出した労働生産性は推
定式により算出した労働生産性に対して 2014年度
皆伐は 44％，2013年度皆伐は 46％，機械化間伐
は 36％，従来型間伐は 44％，集積搬出は 2014年
度皆伐は 60％，2013年度皆伐は 61％，機械化間伐
は 77％，従来型間伐は 88％，主作業は 2014年度
皆伐は 53％，2013年度皆伐は 53％，機械化間伐は
51％，従来型間伐は 64％と半分程度の場合がある
ため，推定式は幹材積，素材材積，搬出距離などの
影響を考慮して労働生産性を算出することができる
が，実際の労働生産性と比較する場合には注意する
必要がある。
3.4　コスト
　精算書より算出した主作業費は，2014年度皆伐は
3,175円 /m3，2013年度皆伐は 3,131円 /m3，機械化
間伐は 3,366円 /m3，従来型間伐は 5,878円 /m3であっ
た（図－ 8）。推定式で試算したところ 2014年度皆
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図－ 5　各作業の労働生産性 図－ 6　路網密度と平均木寄距離
図－ 7　作業日報と推定式の労働生産性比較
栃木県県北地域における皆伐再造林の収支分析
74 宇都宮大学演習林報告第 53号　2017年３月
伐は 2,041円 /m3，2013年度皆伐は 2,286円 /m3，機
械化間伐は 3,454円 /m3，従来型間伐は 3,504円 /m3
であったたため，推定式で試算した主作業費は精算
書による値の 64％，73％，103％，60％と機械化間
伐以外は過小であった。
　ただし，作業日報で試算したところ 2014年度皆
伐は 3,543円 /m3，機械化間伐は 5,495円 /m3，従来
型間伐は 7,514円 /m3と，皆伐は精算書と同様，間
伐は精算書の値より大きかった。また，各調査地の
作業日報で試算した主作業費は，調査地によりばら
つきが大きかった。対象事業体では見積時の額で作
業を請け負っており，精算書の額は事業体の精算方
法によっては実際の作業に掛かった経費と異なるこ
とがあるため，コストの比較時はこの点を確認する
必要がある。
　なお，生産性と生産費には反比例の関係があり（酒
井 1997），本調査地においても作業日報により算出
した労働生産性と主作業費には有意水準 1％で相関
関係があった（図－ 9）。また，森林作業道作設費，
運賃，諸経費，手数料，椪積料を含めた生産費は
2014年度皆伐は 6,232円 /m3，2013年度皆伐は 5,025
円 /m3，機械化間伐は 7,529円 /m3，従来型間伐は
10,682円 /m3であった。2013年度 2者協定は直送が
多かったため，運賃が少なかった。したがって，収
支は 2014年度皆伐は 4,239円 /m3，2013年度皆伐は
3,539円 /m3，機械化間伐は 2,006円 /m3，従来型間
伐は 1,049円 /m3であった。
3.5　所要人工数
　作業日報により算出した地拵えの所要人工数は
2014年度は 14.06人日 /ha，2013年度は 9.03人日 /
ha，植付の所要人工数は 2014年度は 8.80人日 /
ha，2013年度は 12.25人日 /ha，下刈の所要人工数
は 2014年度は 6.36人日 /ha，2013年度は 5.41人日
/ha，1年目の所要人工数は 2014年度は 29.22人日 /
ha，2013年度は 26.69人日 /haであった（図－ 10）。
　岡（2014）による地拵えの所要人工数は人力作業
では 13.5人日 /haであったものが，機械では緩傾斜
地で 1.7人日 /ha，中～急傾斜地で 1.3人日 /haであっ
た。伐出後の作業経過時間や繁茂した植生の大きさ，
種類，地形条件などにより，地拵えの作業効率は変
化するが，機械作業は伐出直後で下草植生の繁茂が
ほとんど無かったことから，伐出から数年経過した
箇所に比べ比較的容易に行えたと予想され，人力作
業の 1/8～ 1/10程度に省力化されたとのことである。
なお，緩傾斜地が中～急傾斜地よりも所要人工数が
多いのは，緩傾斜地で丁寧な地拵えを依頼したこと
と，中～急傾斜地でブーム・アームの到達範囲に限
定して作業したためとのことである。
　岩手県（2014）の平均傾斜 7～ 30度における調査
では，機械地拵えの所要人工数は平均 11.6人日 /ha（3
～ 38人日 /ha），傾斜が急になるほど人力による作
業が増えることから，人工数は増加する。岩手県の
人力作業の所要人工数は 32人日 /ha，大川畑（2003）
の試算では人力作業の所要人工数はスギ 20.3人日 /
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図－ 8　主作業費
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ha，ヒノキ 21.7人日 /haであり，一部機械を使用し
た 2014年度 14.06人日 /ha，2013年度 9.03人日 /ha
は岡（2014）の機械作業ほどではないが，人力作業
と比較すると省力化されていることが分かる。
　2014年度は 1か所 3,000本 /ha植え，他は 2,400
本 /ha植えであったため，植付時間は 84.9秒 /本，
労働生産性は 42.4本 /人時，所要人工数は 8.80人日
/ha，2013年度は 3,000本 /ha植えであったため，植
付時間は 88.0秒 /本，労働生産性は 40.9本 /人時，
所要人工数は 12.25人日 /haであった。岡（2014）
によるスペードを用いたコンテナ苗植付作業の所
要人工数は緩傾斜地で 4.7人日 /haであった。また，
普通苗植付作業の所要人工数は 12.9人日 /haであっ
た。岩手県（2014）のスギ（3,000本 /ha）でコンテ
ナ苗植付作業の所要人工数は 6.3人日 /ha，普通苗植
付作業の所要人工数は 18.5人日 /ha，カラマツ（1,000
～ 2,500本 /ha）でコンテナ苗植付作業の所要人工数
は 2.4～ 10.3人日 /ha，普通苗植付作業の所要人工
数は 6.2～ 15.5人日 /haであった。大川畑（2003）
の試算では，普通苗植付作業の所要人工数はスギ
16.4人日 /ha，ヒノキ 18.4人日 /haであり，全体的
にコンテナ苗の所要人工数が低いことが分かる。
　作業日報により算出した下刈の所要人工数は 2014
年度は 6.36人日 /ha，2013年度は 5.41人日 /haであっ
た。大川畑（2003）の試算では人力作業の所要人工
数はスギ 3.16人日 /ha，ヒノキ 2.70人日 /haである。
なお，大川畑（2003）の試算ではスギで 2年目 8.94
人日 /ha，3年目 11.74人日 /ha，4年目 11.98人日 /
ha，5年目 11.14人日 /ha，ヒノキで 2年目 9.42人日
/ha，3年目 9.80人日 /ha，4年目 9.81人日 /ha，5年
目 10.18人日 /haと増加する。
　森林総合研究所（2013）によると，毎年下刈りを
行った場合，植栽後 2～ 3年はまだ雑草木の量が少
ないため 2.6人日 /haであるが，5～ 6年にはそれ以
前の約 70％増の 4.5人日 /haが必要である。下刈り
を隔年で実施する場合，省略した翌年の下刈り人工
数は，毎年下刈りする場合より 20～ 26％増加する
ものの，6年間毎年したときの人工数 21.3人日 /ha，
隔年で行う場合は 14.1人日 /haとなり，約 3割程度
の削減が可能，また，大苗や初期生長の良い品種の
選択で下刈り回数を削減する可能性があるとのこと
であるが，隔年下刈りでは 10年生時点の樹高が 2
割程度低くなる可能性があり，また，大苗や初期生
長の良い品種の苗木価格は高くなる。今後，栃木県
においても，下刈りを省力化した場合の林木の成長
や下刈りにかかる経費を調査する必要がある。
3.6　再造林費用
　2014 年度は 1 か所 3,000 本 /ha 植えであるが，
他は 2,400 本 /ha 植えで，苗木費は 128 円 / 本で
319,823円 /ha，植付費用は 102,519円 /ha，地拵え
費用は 230,000円 /haで合計 652,342円 /ha，2013年
度は 3,000本 /ha植えで苗木費 132円 /本で 395,500
円 /ha，植付費用は 147,225円 /ha，地拵え費用は
115,220円 /haで合計 657,945円 /haであった。
　森林総合研究所（2013）によると普通苗 2,500本 /
ha植栽で苗木費 75円 /本として 187,500円 /ha，植
付費用は 25万円 /ha程度，地拵え費用は 35万円 /ha
程度で従来型施業の再造林費用は 80万円 /ha程度と
試算されるのに対し，コンテナ苗 2,500本 /ha植栽
で苗木費 120円 /本として 300,000円 /ha，植付費用
は 10万円 /ha程度，地拵え費用は 5万円 /ha程度で
コンテナ苗を用いた低コスト施業の再造林費用は 45
万円 /ha程度と試算されている。
　岩手県（2014）では通常の場合 2,500本 /ha植栽
で地拵え 499千円 /ha，植栽 447千円 /haで 946千円
/haと試算されるのに対し，コンテナ苗 1,500本 /ha
植栽で機械地拵え 250千円 /ha，植栽 430千円 /haで
680千円 /haと試算されている。ただし，機械地拵
えは平均 238千円 /ha（90～ 426千円 /ha）であるが，
コンテナ苗の植栽コストはスギ（3,000本 /ha）で
702千円 /haであり，従来の植栽コスト 792千円 /ha
に対して削減率は 11％なのに対し，カラマツ（1,000
～ 2,500本 /ha）で 239～ 678千円 /haであり，従来
の植栽コスト 179～ 447千円 /haに対して，コスト
高になった。これは普通苗に比べコンテナ苗は約
1.5～ 2.5倍価格が高く，植栽本数が同数の普通苗の
植栽コストを単純に比べた場合には，植栽コストの
うち苗木購入費の占める割合が高いためとのことで
ある。一方で，コンテナ苗は普通苗に比べて植栽可
能な時期が長いため，植栽作業労務の平準化を図る
ことで林業経営全体のコスト削減が期待でき，さら
に伐採と造林の一貫作業や低密度植栽を併せて行え
ば，低コスト化を図るうえで有用な資材だとも考え
られるとのことである。
　なお，大川畑（2003）の試算ではスギの 1年目の
育林費は苗木代 250,543円 /haを含む 701,283円 /ha，
ヒノキは苗木代 331,654円 /haを含む 899,151円 /ha，
栃木県（大野 2012）の試算では 4,000本 /ha植栽で
苗木代 540,000円 /haを含む 1,000,000円 /ha，林野
庁（2008）の調査では 754,531円 /haとなっており，
今回の調査では主伐時に機械地拵えを行っているた
め，人力地拵え費用が低く，森林総合研究所（2013）
によるコンテナ苗を用いた低コスト施業の再造林費
用 45万円 /ha程度には達していないが，従来型施
業よりは低くなった。なお，今回の調査には機械地
拵え費用が含まれていないため，森林総合研究所
（2013）による地拵え費用 5万円 /haを追加しても，
従来型施業よりは低く，岩手県（2014）のコンテナ
苗 680千円 /haと同程度であった。
　下刈り費用に関しては，2014年度は 92,208円 /
ha，2013年度は 80,388円 /haであった。森林総合研
究所（2013）によると従来型施業では 5回で 60万
円 /ha程度（1回で約 12万円 /ha），コンテナ苗で 3
回で 40万円程度（1回で約 13万円 /ha），大苗で 2
回で 25万円程度（1回で約 12万円 /ha）と試算さ
れ，岩手県（2014）では回数は不明であるが，従来
型施業では 551千円 /ha，低密度植栽で筋刈を想定
した場合は 80％の 441千円 /haと試算している。栃
木県（大野 2012）の試算では 100,000円 /haで 7回
で 700,000円 /haと試算されている。森林総合研究
所（2013），大川畑（2003）によると下刈り人工数
は林齢とともに増加傾向にあるため，今後，下刈り
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費用に関しては継続して調査する必要がある。なお，
これらの値には諸経費等が含まれていないことに注
意する必要がある。
3.7　収支
　以上の収支を図－ 11に示す。5年目までの下刈
り含め，2014年度は 2,117,818円 /ha，2013年度は
1,232,419円 /haの利益となった。2013年度において
もモデル事業の 32万円 /haが追加されれば，利益は
150万円 /haとなり，現状，組合員へ最低でも 150
万円 /ha程度利益を還元している N森林組合の状況
と一致する。
４．おわりに
　皆伐作業の搬出材積は間伐作業と比較して大きく
増加したが，機械化間伐と比較して，一般用材・直
送材，杭木用材，短材，チップ用材の割合は大きく
は変わらなかった。また，2者協定では直送材が多く，
モデル事業ではチップ用材が燃料材と変わったが，
他はモデル事業と 2者協定で大きな違いはなかった。
　宮崎県ほどのチップ用材価格の上昇もなかった
が，チップ用材 2,496円 /m3から燃料用材 4,436円 /
m3に増加していることも確認できた。全国的にも
2016年末までに計画されている多くの発電所が稼
動するが，現状，林地残材などの D材ではなく，製
紙用のチップ用材などの C材が未利用木材として発
電所に回り，燃料材は確保されているが，C材は値
上がりし，製紙工場は輸入チップを調達する状況と
なっている（吉岡ら 2016）。今後，計画されている
すべての発電所が稼動した場合，年間 500万トンの
需要が新規に発生すると見積もられ，未利用木材の
供給に関しては今後も注視していく必要がある。
　労働生産性に関しては機械化間伐と比較し，皆伐
は大きく増加した。ただし，造材に関しては機械化
間伐と大きくは違わなかったことから，今後，プロ
セッサが効率的に作業するために必要なスペースを
確保して作業する必要がある。主作業費に関しても
機械化間伐と比較し，皆伐は減少した。ただし，精
算書では機械化間伐と皆伐の差は小さかったが，作
業日報で試算した主作業費は機械化間伐の額は精算
書の額より大きかった。また，作業日報で試算した
主作業費は，調査地によりばらつきが大きかった。
精算書の額は事業体の精算方法によっては実際の作
業に掛かった経費と異なることがあるため，コスト
の比較時はこの点を確認する必要がある。
　地拵えに関しては皆伐後に一部機械を使用して
行ったため，人力作業のみよりは省力化，低コスト
化されたが，機械のみで作業することにより，さら
なる省力化，低コスト化が期待される。植付に関し
ては今回は普通苗の植付であったが，今後，コンテ
ナ苗の活用により省力化が期待される。1年目の下
刈に関しては既往の結果と同程度であったが，下刈
りの所要人工数は年数とともに増加する傾向がある
ため，今後も継続して調査する必要がある。
　5年目までの下刈り含め，利益は 150万円 /haと
なり，全国的な傾向とは異なり，採算が取れる箇所
で皆伐再造林が行われていることが分かる。現在の
森林作業は間伐作業がメインとなっていることか
ら，本来は適季ではない夏季にも間伐作業を行って
いるところも多いが，皆伐再造林を行うことで 5年
間は下刈りを行う必要があるため，材質および材価
の関係から伐採作業の少なくなる夏季に，財源を確
保した上での安定した仕事の確保につながるのでは
ないかと考えられる。ただし，皆伐により生産量が
増加し，一時的には森林所有者への還元額も増加す
るが，下刈り以降の保育作業が担保され，再造林林
分が確実に成林するのか，継続して調査を行う必要
がある。
　2014年度，2015年度に行われた栃木県の森林資源
循環先導モデル事業は 2016年度，2017年度は次世
代の森林創生実証事業と名前を変え，5ha以上の面
積で作業を効率的に行い，助成額を減額しても採算
が取れるように変更される（日本林業調査会 2016）。
皆伐の生産性を上げるのみではなく，皆伐が終わっ
た箇所から順次，地拵え，植付作業を行い，人力地
拵えの省力化，また，苗木の運搬にフォワーダを用
いるなどさらなる省力化も期待される。そのために
は通年，植栽が可能なコンテナ苗の活用が不可欠で
あり，また，栃木県は今後，全量コンテナ苗に移行
する予定であるが，コンテナ苗は価格が高いため再
造林コストが普通苗と比較し高くなる場合がある。
再造林コストの削減にはコンテナ苗の価格を下げる
必要がある。
　最後に，本研究を進めるにあたり，ご協力頂いた
林業事業体の方々に謝意を表します。なお，本研究
は JSPS科研費 15H04508の助成を受けたものである。
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